
議案第７号

鳥取県育英奨学資金貸与規則の一部改正について

鳥取県育英奨学資金貸与規則の一部を改正する規則を別紙のとおり提出しま

す。

平成２５年３月１６日

鳥取県教育委員会教育長 横 濵 純 一
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鳥取県育英奨学資金貸与規則の一部を改正する規則について

１ 規則の改正理由

就職できない者や低所得により奨学金の返還が困難な者が増加していることに対処するとともに、子育てし

やすい環境の整備を図るため、返還猶予の対象範囲を拡充する。

２ 規則案の概要

(１) 奨学資金の返還猶予の対象に次に掲げる者を加える。

ア 高等学校等又は大学等を卒業後、就職できない者

イ 生活保護を受け、又はこれと同等の状況にある者

ウ 妊娠、出産又は育児を理由として休業した者

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、公布日とする。

育英奨学資金の返還猶予対象

返還猶予を認める理由 猶予期間 備 考

別の学校・課程への進学 その事由が続いている期間

留年等により正規の修業年限を超えて在学

長期の復旧期間を要した災害 その事由が続いている期間

長期の療養期間を要した傷病 （１年ごとに申請）

生活保護の受給

低所得（生活保護の受給と同程度） 拡充

産前休業・産後休業及び育児休業 拡充

失業中 １年ごとに申請

新卒及び在学猶予切れの場合の無職・未就職 通算５年を限度 拡充

その他真にやむを得ない事由があって返還が困難

※ 返還猶予対象の主な理由は鳥取県育英奨学資金貸与規則で規定し、上記の具体的な取り扱いについては、

鳥取県育英奨学資金返還事務取扱要領で規定

※ ゴシック部分が今回の返還猶予対象拡充部分
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鳥取県育英奨学資金貸与規則の一部を改正する規則

鳥取県育英奨学資金貸与規則（昭和35年鳥取県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（奨学資金の返還猶予） （奨学資金の返還猶予）

第12条 教育委員会は、奨学生であった者が次の各号 第12条 奨学生であった者が、進学、災害、傷病、失

のいずれかに該当するときは、相当の期間、奨学資 業その他特別の理由により奨学資金の返還が困難に

金の返還を猶予することができる。 なった場合は、相当の期間、その返還を猶予するこ

とができる。

(１) 高等学校等又は大学等を卒業後、教育長が定

める他の学校又は課程に進学し、在学中であると

き。

(２) 高等学校等又は大学等を卒業後、就職するこ

とができないとき。

(３) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定

による生活保護を受け、又はこれと同等の状況に

あるとき。

(４) 妊娠、出産又は育児を理由として休業し、又

は退職したとき。

(５) 前各号に掲げる場合のほか、災害、傷病、失

業その他やむを得ない理由により、奨学資金の返

還が困難となったとき。

２ 返還猶予を受けようとする者は、鳥取県育英奨学 ２ 返還猶予を受けようとするときは、連帯保証人及

資金返還猶予申請書（別記様式第９号）を教育委員 び保証人と連署のうえ鳥取県育英奨学資金返還猶予

会に提出しなければならない。 申請書（別記様式第９号）を教育委員会に提出しな

ければならない。

３ 略 ３ 略

（奨学資金の返還免除） （奨学資金の返還免除）

第13条 略 第13条 略

２ 返還免除を受けようとする者は、鳥取県育英奨学 ２ 返還免除を受けようとするときは、連帯保証人及

資金返還免除申請書（別記様式第10号）を教育委員 び保証人と連署した鳥取県育英奨学資金返還免除申

会に提出しなければならない。 請書（別記様式第10号）を教育委員会に提出しなけ

ればならない。

３ 略 ３ 略

別記様式第９号（第12条関係） 別記様式第９号（第12条関係）

鳥取県育英奨学資金返還猶予申請書 鳥取県育英奨学資金返還猶予申請書

奨学生番号 第 号 奨学生番号 第 号

出身学校名 出身学校名

氏 名 氏 名

次のとおり奨学資金の返還の猶予を申請します。 次のとおり奨学資金の返還の猶予を申請します。

記 記

１ 猶予期間 年 月 日より １ 猶予期間 年 月 日より
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年 月 日まで 年 月 日まで

２ 理 由 ２ 理 由

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

本 人 氏 名  本 人 氏 名  

住 所

連帯保証人氏名  

住 所

保 証 人 氏 名  

鳥取県教育委員会 様 鳥取県教育委員会 様

添付書類 添付書類

１ 略 (１) 略

２ 未就職の場合は、求職受付票の写し等

３ 生活保護を受けている場合は、生活保護受給

証明書

４ 略 (２) 略

５ 失業による場合は、雇用保険受給資格証の写

し等

６ その他の理由による場合は、その事実を証す (３) その他の理由による場合は、その事実を証

る市町村長又は民生委員の証明書その他教育委 する市町村長又は民生委員の証明書

員会が適当と認める書類

別記様式第10号（第13条関係） 別記様式第10号（第13条関係）

鳥取県育英奨学資金返還免除申請書 鳥取県育英奨学資金返還免除申請書

奨学生番号 第 号 奨学生番号 第 号

出身学校名 出身学校名

氏 名 氏 名

次のとおり奨学資金の返還の免除を申請します。 次のとおり奨学資金の返還の免除を申請します。

記 記

１ 貸与総額 円 １ 貸与総額 円

２ 返還済額 円 ２ 返還済額 円

３ 返還免除を希望する額 円 ３ 返還免除を希望する額 円

４ 理由 ４ 理由

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

相続人（本人との続柄 ）氏名  相続人（本人との続柄 ）氏名  

住 所

連帯保証人氏名  

住 所

保 証 人 氏 名  

鳥取県教育委員会 様 鳥取県教育委員会 様

（注意） 略 （注意） 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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参考資料

鳥取県育英奨学資金制度の概要

鳥取県育英奨学資金 ＜参考＞

名 称 日本学生支援機構

大学等奨学金 高等学校等奨学金 （大学等奨学金：無利息分）

概 要 昭和３６年度から、県単独の 平成１４年度から開始 平成１６年度に、日本育英会

事業として開始 国庫補助や国からの制度移管 (昭和18年創立)の事業を統合

申請は H23年度から在学採用 分の交付金あり し、日本学生支援機構が創立

を廃止し、予約採用のみ 申請は在学採用及び予約採用 申請は在学採用及び予約採用

を実施 を実施

申請方法 高校等を通して申請 高校等（予約は中学等）を通し 大学等（予約は高校等）を通し

て申請 て申請

成績基準 学業成績の平均が３．０以上 なし 学業成績の平均が３．５以上

申請要件 ・大学、短大、専修学校（専門 ・高等学校、高等専門学校等に ・大学、短大、専修学校（専門

課程２年以上）に在学 在学 課程）、大学院等に在学

・県内に住所を有する者の子等 ・県内に住所を有する者の子等 ・低所得世帯で経済的理由によ

・低所得世帯で経済的理由によ ・低所得世帯で経済的理由によ り修学が困難

り修学が困難 り修学が困難

・性行が正しいこと ・性行が正しいこと

・他の奨学金と一部併給可 ・他から同種類の奨学金を受け

ていないこと

Ｈ24年度 （自宅・自宅外通学の別なし） （自宅通学） （大学分：自宅通学）

貸 与 額 国公立 ４５,０００円 国公立 １８,０００円 国公立 ４５,０００円

（月額） 私 立 ５４,０００円 私 立 ３０,０００円 私 立 ５４,０００円

（自宅外通学） （大学分：自宅外）

国公立 ２３,０００円 国公立 ５１,０００円

私 立 ３５,０００円 私 立 ６４,０００円

※３０，０００円の選択可能

Ｈ24年度 大学・専修学校 ２４０人 国公立（自 宅） ４８７人 Ｈ23新規採用実績

募集人員 国公立（自宅外） ５５人 大学 ８８，２７５人

（新規採 私 立（自 宅） ２６３人 大学院 ３２，６９８人

用枠） 私 立（自宅外） ３０人 高等専門学校 １,５５４人

計 ８３５人 専修学校 １６,６１１人

計 １３９,１３８人

※有利子分は３２３，０９９人

返還方法 ２０年以内・無利子 １５年以内・無利子 ２０年以内・無利子

月賦、半年賦、一括 月賦、半年賦、一括 月賦、月賦・半年賦併用、一括

返還猶予 在学中、災害、傷病、失業中等 在学中、災害、傷病、失業中等 在学中、災害、傷病、失業中、

未就職、経済困難、産休育休等

返還免除 借受者が死亡又は重度の障害の 借受者が死亡又は重度の障害の 借受者が死亡又は重度の障害の

とき債務の全部又は一部を免除 とき債務の全部又は一部を免除 とき債務の全部又は一部を免除

国庫補助 ＜なし＞ 一部国庫補助１／２(H14～16) 財政融資資金等

一部交付金あり

（日本学生支援機構）


